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(百万円未満切捨て)
１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 175,942 △9.1 4,567 △15.6 4,548 △35.9 4,343 4.2

2024年３月期 193,462 △7.7 5,410 458.7 7,098 129.7 4,170 －
(注) 包括利益 2025年３月期 △5,235百万円( －％) 2024年３月期 19,089百万円( 626.2％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 99.13 － 4.9 2.1 2.6

2024年３月期 95.28 － 5.1 3.1 2.8
(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 706百万円 2024年３月期 658百万円

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 208,217 85,282 40.9 1,945.16

2024年３月期 235,380 90,954 38.6 2,076.52
(参考) 自己資本 2025年３月期 85,256百万円 2024年３月期 90,932百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 4,854 4,797 △13,402 6,239

2024年３月期 13,487 3,827 △16,264 10,009

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 － 0.00 － 10.00 10.00 446 10.5 0.5

2025年３月期 － 0.00 － 15.00 15.00 669 15.1 0.7
2026年３月期
(予想)

－ 0.00 － 15.00 15.00 －

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 88,000 △0.5 2,000 114.0 2,000 343.5 △1,500 － △34.23

通期 180,000 2.3 8,000 75.2 8,000 75.9 3,500 △19.4 79.87



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 －社 (社名) 、除外 8社 (社名)ＫＪ特殊紙株式会社ほか７社

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期 44,741,433株 2024年３月期 44,741,433株

② 期末自己株式数 2025年３月期 911,368株 2024年３月期 950,850株

③ 期中平均株式数 2025年３月期 43,820,052株 2024年３月期 43,772,000株

（注）当社は、役員報酬BIP信託を導入しており、信託が所有する当社株式は「（３）発行済株式数（普通株式）」
において自己株式として取り扱っております。

(参考) 個別業績の概要
１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 106,347 3.1 5,098 3.8 8,139 8.0 9,364 －

2024年３月期 103,170 △3.8 4,913 － 7,538 261.2 60 △91.4

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期 213.64 －

2024年３月期 1.39 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 157,275 57,845 36.8 1,319.43

2024年３月期 158,044 51,038 32.3 1,165.22

(参考) 自己資本 2025年３月期 57,845百万円 2024年３月期 51,038百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な
要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等に
ついては、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善に伴い緩やかな回復基調となりました。一方で、

物価上昇や為替相場の急激な変動、長期化するウクライナ紛争や中東情勢などの地政学リスクが原燃料価格に与え

る影響、米国の通商政策による影響、不動産不況を背景にした中国経済の減速など、依然として先行きの不透明な

状況が続いております。

このような状況下、当社グループは生産性向上やコスト削減に取り組み販売面では新製品の拡販に努めました。

「中期経営計画」（2023年３月～2025年３月期）の最終年度となる本年は、以下３つの基本方針に沿って、精力

的に取り組みを進めました。

① 「選択と集中」、「新事業拡大」による収益力の強化

2024年４月１日付及び７月１日付で当社への子会社の統合（４社）、また、子会社間の統合（２社）によるグル

ープ組織再編を実行し、効率化を進めました。今後も更なるグループの組織変革を進め、収益性向上とコーポレー

トガバナンスの強化を図ってまいります。また、老朽化が進行した高砂工場生産設備を停機したほか、需要減少に

より稼働率が低下していた北上工場生産設備の停機を決定しました。工場内あるいは工場間で効率の高いマシンへ

と生産を集約することで、固定費削減と生産効率改善を進めてまいります。

② グリーン社会への貢献

当社グループの持続的な成長と中長期的企業価値の向上に向け、気候変動が事業に与えるリスク・機会の両面に

関して、ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に沿った情報開示を実施しております。

生物多様性の維持・保全活動の取り組みが評価され、当社の福島県の村火社有林が環境省より、「自然共生サイ

ト」に認定されました。当社は「生物多様性のための30by30アライアンス」にも参加しており、今後も環境価値を

創出し持続可能な地球環境に貢献すべく取り組んでまいります。

③ サステナビリティ向上のための組織変革

2023年４月に制定した「三菱製紙グループサステナビリティ基本方針」に則り、皆様からの信頼と共感を得るこ

とを通して企業価値の向上を図ると共に、さまざまな社会的課題の解決につなげ、サステナブルな社会の実現に貢

献してまいります。当社グループのサステナビリティ推進活動のあり方について、株主の皆様に実体験を通してご

理解いただくため「三菱製紙 ニッシー・カッシーの森」制度での植樹体験を実施しました。また、全てのステーク

ホルダーの皆様に当社グループの企業活動全般をご理解いただくため、統合報告書においてより詳細な情報開示を

進めました。

当社グループでは昨年度に基幹システムを刷新しましたが、さらにデジタル化を推進し、業務効率化や作業安全

強化のみならず、企業価値向上に資するＤＸに取り組んでまいります。

これらの結果、当期の連結売上高は1,759億４千２百万円（前期比9.1％減）となりました。

損益面では、国内製品の価格改定効果やコストダウン効果はありましたが、欧州圏での市況低迷の継続や数量減

等により、連結営業利益は45億６千７百万円（前期は連結営業利益54億１千万円）、連結経常利益は45億４千８百

万円（前期は連結経常利益70億９千８百万円）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は43億４千３百万

円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益41億７千万円）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次の通りとなりました。
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（単位：百万円）

売上高 営業利益

2024年３月期 2025年３月期
増減率
(％)

2024年３月期 2025年３月期
増減率
(％)

報告

セグメント

機能商品 97,351 88,179 △9.4 4,053 3,340 △17.6

紙素材 97,511 89,238 △8.5 1,177 1,347 14.5

計 194,863 177,417 △9.0 5,231 4,688 △10.4

その他 5,628 4,451 △20.9 245 73 △70.1

計 200,491 181,869 △9.3 5,476 4,761 △13.1

調整額（注） △7,029 △5,926 △66 △194

合計 193,462 175,942 △9.1 5,410 4,567 △15.6

（注）調整額は主として内部取引に係るものです。

（機能商品事業）

情報用紙関連製品では、感熱紙はＰＯＳ市場用途の需要取り込みに向け、生産販売一体となり取り組みました。

結果として販売数量、販売金額ともに前年を大きく上回りました。ノーカーボン紙、ＰＰＣ用紙は需要減少により

販売数量、販売金額ともに前年を下回りました。

イメージング関連製品では、インクジェット関連で画像出力や印刷向け需要減少により販売数量は前年を下回り

ましたが、製品価格改定により販売金額は前年並みとなりました。

機能材関連製品では、蓄電デバイス用セパレータは中国向け補助電源用途等の需要増の影響で販売金額は前年を

上回りました。水処理膜基材は中国市場における競合他社の価格攻勢による競争激化、リライトメディアは中国経

済成長の鈍化による需要の減少から、販売金額は前年を下回りました。ガラス繊維不織布の需要は堅調に推移し、

製品価格改定の影響により販売金額は前年を上回りました。テープ原紙の国内向けは堅調に推移し、海外向けは欧

州の規制対象銘柄の需要先取りの影響により販売数量、販売金額ともに前年を上回りました。

ドイツ事業は、ドイツを含めた欧州圏の経済の低迷、価格競争激化等により、販売数量、販売金額ともに前年を

下回りました。

この結果、機能商品事業は減収減益となりました。

情報用紙関連製品では、感熱紙はＰＯＳ市場用途の拡販促進に加え、ライナーレスラベル用紙等の環境配慮型感

熱紙の需要獲得に取り組みます。ＰＰＣ用紙は大手通販向けの需要獲得を目指すとともに、ＦＳＣ認証紙製品など

の環境配慮型高付加価値品の拡大により収益の安定化を図ってまいります。

イメージング関連製品では、製品価格改定の浸透に加え、大型ポスター・ラベル用途や産業用インクジェット用

紙の増販、好調なアジア新興国向けへの更なる拡販に取り組んでまいります。

機能材関連製品では、水処理膜基材において顧客の要求品質に着実に応え欧米向け拡販に取り組むとともに、成

長分野である工業用途及び海水淡水化プラント用途の需要獲得に取り組んでまいります。蓄電デバイス用セパレー

タは引き続き補助電源用途向けの拡販に取り組むとともに、車載用電装に使用されるコンデンサ市場の拡販に向け

取り組んでまいります。テープ原紙は市場ニーズに適合した製品開発に注力し、特に海外向けの増販に取り組んで

まいります。化粧板原紙や壁紙用裏打紙は銘柄別バランスの最適化、生産効率の改善等により収益の安定化を図っ

てまいります。

ドイツ事業は、欧州域外での拡販や生産効率の改善等の事業構造改革を推進し収益安定化を図ってまいります。

当社グループである三菱製紙エンジニアリング株式会社で製造した耐熱プレスボード製品に関して、測定データ

の一部改ざん、及び所定の検査の一部を実施せずに出荷していた事実が判明しました。

この事実に基づき、当社は特別調査委員会を設置し、事実関係、原因、影響を適切に把握するとともに、再発防

止に向けた対策に取り組んでまいりました。同委員会では、当該製品以外の製品も含む当社グループ全社の品質不

正の有無について調査を行いました。また、当社でも調査の中で不正が判明した製品に関わる安全性の確認を進

め、トラブルの発生も認識しておりません。受領した調査報告書の内容及びその提言を真摯に受け止め、引き続き

株主をはじめとするステークホルダーの皆様からの信頼回復に向けて全力で業務改善策に取り組んでまいります。
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（紙素材事業）

印刷用紙では、需要の減少傾向が継続している国内市場において製品価格改定や市場要望の高い製品への置き換

えを進めましたが、販売金額は前年を下回りました。

包装紙は国内外ともに晒クラフト紙の増販に注力し販売数量、販売金額ともに前年を大きく上回りました。

市販パルプにつきましては、国内向け製品価格改定に加え、輸出向け販売数量を拡大した結果、販売金額は前年

を上回りました。

円安による原燃料コスト高に対応した製品価格改定と、需要動向に応じた生産体制最適化のコストダウン効果に

より、主力の八戸工場は前期に続き増益を確保することができました。

この結果、紙素材事業は減収増益となりました。

今期に改定した製品価格を維持しつつ、印刷用紙に関しては需要動向に応じた生産体制最適化と在庫水準適正化

の取り組みを継続するとともに、市販パルプでは市況の動向を踏まえ針葉樹パルプを始めとする高付加価値製品の

拡販に注力してまいります。

包装紙では、持続可能な社会への意識の高まりを背景とした脱プラ・減プラ需要を国内外を問わず取り込み、ユ

ーザーのニーズに合致した特長ある製品を増販していくとともに、引き合いが強い国産材100％パルプの供給体制

を整備してまいります。八戸・北上両工場では北上工場のＮ１抄紙機を停機し八戸工場の高効率製造設備への集約

を進め、さらなる生産効率化及びコストダウンの追求により、事業基盤を一層強固にしてまいります。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の資産は、現預金、売掛金、固定資産の減少により前連結会計年度末に比べ271億６千３百万円

減少し、2,082億１千７百万円となりました。

負債は、借入金、支払手形及び買掛金の減少等により前連結会計年度末に比べ214億９千１百万円減少し、1,229

億３千４百万円となりました。

純資産は、退職給付に係る調整累計額の減少等により前連結会計年度末に比べ56億７千２百万円減少し、852億８

千２百万円となりました。

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.3ポイント改善し、40.9％となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ37億６千９百万円減少し、62億３千

９百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ86億３千２百万円減少し、48億５千４百万円となりまし

た。収入の主な内訳は、減価償却費63億８千２百万円、売掛債権の減少88億６千９百万円であり、支出の主な内訳

は、仕入債務の減少53億１千９百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ９億７千万円増加し、47億９千７百万円となりました。

収入の主な内訳は、有形及び無形固定資産の売却による収入44億４千万円、投資有価証券の売却による収入25億７

千４百万円、支出の主な内訳は、有形及び無形固定資産の取得による支出26億２千８百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ28億６千２百万円減少し、134億２百万円となりまし

た。これは主に借入金の返済によるものです。
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（４）今後の見通し

次期の連結業績につきましては、売上高は1,800億円、営業利益は80億円、経常利益は80億円、親会社株主に帰属

する当期純利益は35億円を予想しております。

欧州圏の経済の低迷が続く中、ドイツ事業の業績を抜本的に改善させるため、構造改革による特別損失の計上を

見込んでおります。

上記業績見通しは、為替レート145円/米ドル、160円/ユーロを前提としております。

なお、業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、リスクや不確実性を含

んでおります。実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

剰余金の配当等の決定に関しましては、株主への利益還元を経営の重要課題と位置づけ、各事業年度の業績と今

後の経営諸施策に備えるための内部留保を総合的に勘案しながら、配当を安定的に継続することを基本方針として

おります。

当事業年度の期末配当につきましては、過去３年間の業績安定化及び将来的にも収益拡大が見込まれることを勘

案し、前期比５円増の１株当たり15円の期末配当の実施を予定しております。

なお、次期の配当につきましても、上記基本方針に基づき、１株当たり15円の期末配当を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務諸表

を作成する方針であります。

今後の国内他社のＩＦＲＳ採用動向等を勘案し、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,009 6,239

受取手形 10,493 7,948

売掛金 37,642 31,724

商品及び製品 23,092 21,737

仕掛品 6,744 6,736

原材料及び貯蔵品 12,007 13,547

その他 1,981 3,618

貸倒引当金 △40 △40

流動資産合計 101,930 91,512

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 93,141 93,520

減価償却累計額 △75,238 △76,440

減損損失累計額 △575 △637

建物及び構築物（純額） 17,327 16,443

機械装置及び運搬具 351,839 354,093

減価償却累計額 △319,910 △323,898

減損損失累計額 △1,061 △2,606

機械装置及び運搬具（純額） 30,866 27,589

土地 20,317 20,420

リース資産 4,800 1,417

減価償却累計額 △4,037 △1,012

リース資産（純額） 763 405

建設仮勘定 1,018 840

その他 7,399 7,739

減価償却累計額 △6,358 △6,716

減損損失累計額 △33 △37

その他（純額） 1,008 985

有形固定資産合計 71,301 66,684

無形固定資産

その他 1,954 1,338

無形固定資産合計 1,954 1,338

投資その他の資産

投資有価証券 26,376 24,813

長期貸付金 315 3

退職給付に係る資産 31,680 22,379

繰延税金資産 999 724

その他 901 830

貸倒引当金 △78 △69

投資その他の資産合計 60,194 48,681

固定資産合計 133,450 116,704

資産合計 235,380 208,217
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,779 21,258

電子記録債務 4,607 3,221

短期借入金 62,026 42,014

コマーシャル・ペーパー - 10,000

リース債務 408 229

未払費用 7,149 6,619

未払法人税等 1,261 2,026

契約負債 461 308

その他 3,577 3,204

流動負債合計 104,272 88,882

固定負債

長期借入金 22,281 19,864

リース債務 348 227

繰延税金負債 8,210 6,039

株式給付引当金 114 152

役員退職慰労引当金 36 5

退職給付に係る負債 6,855 5,559

資産除去債務 939 940

その他 1,367 1,262

固定負債合計 40,153 34,052

負債合計 144,425 122,934

純資産の部

株主資本

資本金 36,561 36,561

資本剰余金 6,523 6,524

利益剰余金 17,336 21,233

自己株式 △416 △405

株主資本合計 60,005 63,914

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,399 8,039

為替換算調整勘定 763 1,100

退職給付に係る調整累計額 20,763 12,201

その他の包括利益累計額合計 30,926 21,341

非支配株主持分 22 26

純資産合計 90,954 85,282

負債純資産合計 235,380 208,217
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 193,462 175,942

売上原価 165,315 150,779

売上総利益 28,146 25,162

販売費及び一般管理費 22,736 20,595

営業利益 5,410 4,567

営業外収益

受取利息 5 22

受取配当金 503 502

持分法による投資利益 658 706

為替差益 1,249 -

その他 456 364

営業外収益合計 2,872 1,595

営業外費用

支払利息 938 1,019

為替差損 - 49

災害による損失 - 237

その他 245 307

営業外費用合計 1,183 1,614

経常利益 7,098 4,548

特別利益

固定資産処分益 1,289 4,032

投資有価証券売却益 1,681 1,834

受取保険金 1,571 -

事業譲渡益 230 -

その他 - 119

特別利益合計 4,772 5,985

特別損失

固定資産処分損 218 155

減損損失 546 1,660

特別調査関連費用 - 201

事業再構築費用 859 59

事故関連損失 2,687 -

契約解約損 449 -

事業譲渡損 119 -

その他 86 253

特別損失合計 4,968 2,330

税金等調整前当期純利益 6,902 8,203

法人税、住民税及び事業税 1,562 1,957

法人税等調整額 1,163 1,896

法人税等合計 2,725 3,854

当期純利益 4,177 4,348

非支配株主に帰属する当期純利益 6 5

親会社株主に帰属する当期純利益 4,170 4,343
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 4,177 4,348

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,864 △1,357

為替換算調整勘定 △348 334

退職給付に係る調整額 11,390 △8,561

持分法適用会社に対する持分相当額 5 1

その他の包括利益合計 14,912 △9,584

包括利益 19,089 △5,235

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 19,081 △5,240

非支配株主に係る包括利益 8 5
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年４月１日至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 36,561 6,524 13,357 △430 56,012

当期変動額

剰余金の配当 △223 △223

親会社株主に帰属する

当期純利益
4,170 4,170

自己株式の処分 △0 15 15

自己株式の取得 △0 △0

合併による増加 △0 31 31

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - △0 3,978 14 3,993

当期末残高 36,561 6,523 17,336 △416 60,005

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 5,532 1,111 9,372 16,015 13 72,041

当期変動額

剰余金の配当 △223

親会社株主に帰属する

当期純利益
4,170

自己株式の処分 15

自己株式の取得 △0

合併による増加 31

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
3,866 △347 11,390 14,910 9 14,919

当期変動額合計 3,866 △347 11,390 14,910 9 18,912

当期末残高 9,399 763 20,763 30,926 22 90,954
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当連結会計年度(自 2024年４月１日至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 36,561 6,523 17,336 △416 60,005

当期変動額

剰余金の配当 △446 △446

親会社株主に帰属する

当期純利益
4,343 4,343

自己株式の処分 12 12

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 △0 0 0

合併による増加 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 0 3,897 11 3,908

当期末残高 36,561 6,524 21,233 △405 63,914

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 9,399 763 20,763 30,926 22 90,954

当期変動額

剰余金の配当 △446

親会社株主に帰属する

当期純利益
4,343

自己株式の処分 12

自己株式の取得 △0

連結範囲の変動 0

合併による増加 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△1,359 336 △8,561 △9,584 3 △9,580

当期変動額合計 △1,359 336 △8,561 △9,584 3 △5,672

当期末残高 8,039 1,100 12,201 21,341 26 85,282
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,902 8,203

減価償却費 7,727 6,382

事故関連損失 2,687 -

減損損失 546 1,660

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △1,883 △4,045

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,284 △362

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 △30

株式給付引当金の増減額（△は減少） 65 37

受取利息及び受取配当金 △508 △524

持分法による投資損益（△は益） △658 △706

為替差損益（△は益） △1,169 151

支払利息 938 1,019

投資有価証券売却損益（△は益） △1,681 △1,827

固定資産処分損益（△は益） △1,070 △3,876

事業譲渡損益（△は益） △110 -

受取保険金 △1,627 -

売上債権の増減額（△は増加） △925 8,869

棚卸資産の増減額（△は増加） 9,497 353

仕入債務の増減額（△は減少） △3,336 △5,319

その他 1,699 △3,077

小計 14,794 6,908

補助金の受取額 155 -

保険金の受取額 1,590 -

事故関連損失の支払額 △2,687 -

利息及び配当金の受取額 516 526

利息の支払額 △886 △1,115

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 5 △1,464

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,487 4,854

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,682 △2,628

有形及び無形固定資産の売却による収入 2,931 4,440

投資有価証券の取得による支出 △12 △14

投資有価証券の売却による収入 3,184 2,574

関係会社の清算による収入 - 46

貸付けによる支出 △0 △5

貸付金の回収による収入 450 316

事業譲渡による支出 △1,757 -

その他 714 68

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,827 4,797
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,807 △11,385

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

△5,000 10,000

長期借入れによる収入 7,150 5,850

長期借入金の返済による支出 △11,886 △17,171

リース債務の返済による支出 △496 △246

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 -

配当金の支払額 △223 △446

非支配株主への配当金の支払額 - △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,264 △13,402

現金及び現金同等物に係る換算差額 604 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,655 △3,769

現金及び現金同等物の期首残高 8,325 10,009

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

28 -

現金及び現金同等物の期末残高 10,009 6,239
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ております。これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっておりま

す。これによる前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

(会計上の見積りの変更)

退職給付に係る会計処理における数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数について、2024年７月１日の

子会社合併による退職給付制度の統合を契機に、退職給付債務の計算基礎を見直した結果、従業員の平均残存勤務期

間が短縮したため、同日より費用処理年数を当社は９年から８年に変更しました。

また、退職給付に係る会計処理における数理計算上の差異の費用処理年数について、従業員の平均残存勤務期間が

短縮したため、当連結会計年度の期首より費用処理年数を一部の連結子会社は９年～12年から７年～８年に変更しま

した。

これらの変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ955百万円

増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品別の事業部を置き、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しております。

当社グループは事業部を基礎とした製品別セグメントから構成されており、「機能商品事業」「紙素材事業」

の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「機能商品事業」は情報・特殊紙製品群、機能性材料等の製品群、写真感光材料、インクジェット用紙等の製

品群、「紙素材事業」は印刷用紙、パルプ等の製品群を取り扱う事業を遂行しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表

計上額
(注)３

機能商品
事業

紙素材
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 96,426 94,746 191,172 2,289 193,462 － 193,462

セグメント間の内部
売上高又は振替高

925 2,764 3,690 3,339 7,029 △7,029 －

計 97,351 97,511 194,863 5,628 200,491 △7,029 193,462

セグメント利益 4,053 1,177 5,231 245 5,476 △66 5,410

セグメント資産 101,026 124,220 225,247 7,842 233,089 2,290 235,380

その他の項目

減価償却費 3,204 4,507 7,711 106 7,818 △90 7,727

持分法適用会社への
投資額

－ 724 724 5,016 5,741 － 5,741

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

761 786 1,547 9 1,557 △85 1,472

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、エンジニアリング業等を含んで

おります。

２．調整額は下記のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額2,290百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産11,108百万円、

セグメント間取引消去△8,817百万円が含まれております。

(3) 減価償却費の調整額は、セグメント間取引消去であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表

計上額
(注)３

機能商品
事業

紙素材
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 88,104 87,176 175,280 661 175,942 － 175,942

セグメント間の内部
売上高又は振替高

74 2,062 2,137 3,789 5,926 △5,926 －

計 88,179 89,238 177,417 4,451 181,869 △5,926 175,942

セグメント利益 3,340 1,347 4,688 73 4,761 △194 4,567

セグメント資産 94,571 111,113 205,684 7,582 213,267 △5,050 208,217

その他の項目

減価償却費 2,805 3,653 6,458 8 6,467 △84 6,382

持分法適用会社への
投資額

－ 735 735 5,708 6,444 － 6,444

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,861 1,297 3,158 6 3,164 △103 3,060

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、エンジニアリング業等を含んで

おります。

２．調整額は下記のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△5,050百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産6,404百万

円、セグメント間取引消去△11,454百万円が含まれております。

(3) 減価償却費の調整額は、セグメント間取引消去であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 2,076.52円 1,945.16円

１株当たり当期純利益 95.28円 99.13円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －円 －円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己

株式に含めております。（前連結会計年度863,739株、当連結会計年度822,756株）

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（前連結会計年度883,060株、当連結会計年度833,482株）

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 90,954 85,282

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 22 26

(うち非支配株主持分(百万円)) (22) (26)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 90,932 85,256

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(株)

43,790,583 43,830,065

４．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 4,170 4,343

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

4,170 4,343

普通株式の期中平均株式数(株) 43,772,000 43,820,052

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


